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（Special Feature: TICAD V） 
How Yokohama City held TICAD V: 
An Implication to the Issue of Venue 
アフリカレポート 2013年 No.51 pp.25-28 
http://d-arch.ide.go.jp/idedp/ZAF/ZAF201300_303.pdf 
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による TICAD V と関連キャンペーンの PR も行われた。赤い車両にはロゴマークとともに、国連
世界食糧計画（WFP）と協同でアフリカの学校給食を支援するキャンペーン「レッドカップ for
アフリカ」のラベルが貼られ、ゆうちょ銀行ではボランティア貯金のキャンペーンも行われた。
横浜市が日韓サッカー･ワールドカップや TICAD IV で培ってきた「一駅一国運動」のモデルが、
ここでも生かされたと言えるだろう。 
一連の市民に対するアウトリーチ「運動」の中で、とくに注目されたのが 2012 年 10 月からス
タートした「一校一国運動」である。前回の TICAD IV の際の実施対象は 55 校の市立小学校のみ









開催都市としての横浜市の取り組みは、すでに 2012 年から本格化していた。同年 5 月に神奈川
県内の 50 以上の団体が参加して TICAD V 支援のために「横浜開催推進協議会」が設立され、次
いで 7 月には副市長をトップとして市役所の各部局を横断する「横浜市開催推進本部」が発足し
ている。後者の下には「イベント・市民交流」「国際貢献」のほか「ビジネス交流」「女性の地位
向上」など 8 つのワーキング・グループが置かれ、それぞれ具体的な取り組みが進められてきた。 













にもなったと言えよう。隣接する神奈川県にも水源涵養林を有する水道事業では、2012 年 10 月
から TICAD V 支援のためのペットボトル「はまっ子どうし The Water」を発売、TICAD V 会場で
の公式テーブル・ウォーターとされたほか、その売り上げの一部をアフリカの水環境改善に活用
するためのキャンペーンが展開された。これは「レッドカップ for アフリカ」とともに、市民が直




たアフリカン・フェスタ 2013 にも横浜市の企業 13 社が出展しており、アフリカで事業展開して
いる大手企業に比べれば規模こそ小さいながらも、地元企業らしいアピールが行われていた。







の地位向上」に関するイベントであった。5 月 31 日にはマラウィのジョイス・バンダ大統領を招









ィス「F-SUS（Female Start Up Support）よこはま」も創設した。女性の社会進出を促進するため
のインフラ整備と言ってよいだろう。 
これらを生かした具体的な取り組みが TICAD V に向けて打ち出された。JICA と協力してアフ
リカの女性企業家やこれを支援する行政職員を招聘し、シェア・オフィス「F-SUS よこはま」ほ
か支援事業を視察するとともに、日本の女性企業家との意見交換の機会をもつことになっている。
林市長は 1 回の招聘で 6～8 カ国から 15 人程度のアフリカ人女性を受け入れると表明しており、
早ければ 2013 年秋にも第 1 回目の招聘事業が実施されることになる。 
こうした取り組みは、2010 年に開催されたアジア太平洋経済協力会議（APEC）の女性企業家
 開催都市・横浜の取り組み 

















開催された 2010 年の APEC、そして 2012 年の IMF・世銀総会も影響しているであろう。シンポ
ジウム参加者からは上述してきた横浜市の取り組みに対しても、トップ・ダウンの施策やそれら
への市民の動員などに批判的な見解が示された。しかしながら、それら異議申し立ては横浜市民
ならではのものとも言え、決して受け入れがたいものばかりではない。 
むしろ筆者としては、このシンポジウムの問い掛けを重要なものと考えており、開催都市にお
いて、こうした問題提起がなされるのは健全なことであるとさえ思う。なぜなら、こうした問い
掛けこそが、「アフリカ開発は誰のものか？」「どのようにアフリカを開発するのか？」といった
本質的な問いを引き出すものだからである。いかなる市民も排除されることなく、参加の機会と
場を得られること。そして、なにより自由な発言が保証されること。第 6 回アフリカ開発会議
（TICAD VI）の開催地にふさわしいのは、そうした条件が確保される国であり、都市であらねば
ならないと筆者は考えている。 
 
（もちづき・かつや／東洋英和女学院大学） 
